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決 算 特 別 委 員 会 記 録 

 

１ 日  時  令和６年１０月２５日（金） 

午前１０時００分 開会 

午前１１時５５分 閉会 

 

２ 場  所  議場 

 

３ 出席委員（２３名）   

   委員長  大 條 雅 久      副委員長 藤 田 誠 一 

   委 員  小 野 志 保      委 員  伊 藤 義 男 

   委 員  野 田 明 里      委 員  加 藤 昌 延 

   委 員  片 平 恵 美      委 員  井 谷 幸 恵 

   委 員  河 内 優 子      委 員  黒 田 真 徳 

   委 員  合 田 晋一郎      委 員  神 野 恭 多 

   委 員  白 川   誉      委 員  越 智 克 範 

   委 員  田 窪 秀 道      委 員  山 本 健十郎 

   委 員  高 塚 広 義      委 員  藤 原 雅 彦 

   委 員  篠 原   茂      委 員  伊 藤 謙 司 

   委 員  仙 波 憲 一      委 員  近 藤   司 

 

４ 欠席委員 

委 員  渡 辺 高 博 

 

５ その他出席者  

代表監査委員     鴻 上 浩 宣    監査委員         杉 本 茂 利 

監査委員       伊 藤 優 子    監査委員事務局長     藤 田 康 弘 

 

６ 説明のため出席した者  

市長         石 川 勝 行      副市長           原   一 之 

 

企画部 

企画部長       加 地 和 弘    総括次長（総合政策課長）   松 原   広 

   財政課長       大  政 年 

企画部文化スポーツ局 

   文化スポーツ局長   守 谷 典 隆    

総務部 

総務部長       髙 橋   聡 

福祉部 

福祉部長       久 枝 庄 三        

福祉部こども局 

   こども局長      沢 田 友 子    

市民環境部 

市民環境部長     長 井 秀 旗    危機管理監      小 澤   昇 
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危機管理課長     岡   政 昭 

市民環境部環境エネルギー局 

環境エネルギー局長  近 藤 淳 司  

経済部 

経済部長       宮 崎   司 

建設部 

建設部長       高 橋 宣 行    道路課長       亀 井 英 明 

道路課技幹      黒 田 雅 人 

出納室 

会計管理者（出納室長） 高 本   光 

議会事務局 

議会事務局長     山 本 知 輝 

選挙管理委員会事務局 

   選挙管理委員会事務局長 藤 田 和 久 

農業委員会事務局 

農業委員会事務局長  原   道 樹 

教育委員会事務局 

教育委員会事務局長  竹 林 栄 一    総括次長（ 社 会 教 育 課 長 ）  鈴 木 今日子 

次長（教育力向上推進監）  松 尾 雄 樹     次長（発達支援課長） 藤 田 惠 女 

次長         畑 野 一 恵    学校施設課長     岡 部 文 仁 

学校教育課長      髙 橋 憲 介    学校給食課長     青 野 進太郎 

学校施設課主幹    眞 鍋 直 樹    学校教育課指導主幹  星 加 大 輔 

発達支援課指導主幹  越 智 誠 司    

消防本部 

総括次長（消防総務課長）  伊 藤 英 知 

港務局事務局 

港務局事務局長    上 野 壮 行 

 

７ 委員外議員 

議長  小 野 辰 夫 

 

８ 議会事務局職員出席者 

議会事務局長   山 本 知 輝    議事課長      德 永 易 丈 

議事課副課長   鴨 田 優 子    議事課議事係長   村 上 佳 史     

 

９ 付託案件 

認定第２号 

 

10 会議の概要 

   午前１０時００分開会 

 

○委員長（大條雅久）  まず初めに、昨日の

第５グループ、自転車道整備事業に関する仙波委

員の質疑につきまして答弁を求めます。道路課

長。 

 

 

 

 

○亀井道路課長 自転車道整備事業で実施した図

書館前の歩道と車道の間の植樹帯はどこの管理か

についてお答えします。 

 令和５年度に実施した自転車通行帯の終点側で
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ある図書館前交差点の低木については、道路課で

年１回の除草を実施していますが、現在多くの低

木が枯れ、雑草も多く繁茂しているため、今後は

適切な維持管理に努めます。 

○委員長（大條雅久） 次に、同じく第５グル

ープ、上部東西線改良事業（地方道）に関する山

本委員の質疑につきまして答弁を求めます。道路

課長。 

○亀井道路課長 上部東西線改良事業２キロメー

トル区間の総事業費については、事業計画時にお

いては総額約21億1,000万円を見込んでいました

が、事業着手時に見直しを行い、萩生側が約13億

円、大生院側が約９億円の計約22億円の予定とな

っています。 

 しかし、昨今の人件費や資材費の高騰により事

業費の増加が見込まれるため、今後さらに事業費

の精査が必要であると考えています。 

 

認定第２号 第７グループ質疑 

【いじめ・不登校問題等対策費】 

○委員（加藤昌延） １件目、649人の相談があ

ったようですが、何件解決しましたか。２件目、

連携する事業所や団体はありますか。 

○髙橋学校教育課長 １件目、あすなろ教室に

は、学校、保護者、本人から延べ649人の相談が

ありました。寄せられた相談については、児童生

徒の気持ちを傾聴しながら寄り添い、学校への登

校を促していますが、登校できない場合には、あ

すなろ教室が受け皿となっています。 

解決した件数としては、令和５年度における登

録者57人の中で、中学３年生の登録生徒20人のう

ち19人が令和６年４月に高校へ進学したほか、年

度途中または令和６年４月に計10人の児童生徒が

登校を再開しています。 

２件目、連携する事業所、団体等については、

まずは学校の担任、学年主任、生徒指導などの教

員と密に連携し児童生徒の様子を共有していま

す。また、事案の内容によっては、スクールソー

シャルワーカーや発達支援課とも連携し、状況の

改善に取り組んでいます。 

そのほか、教育委員会としては、学習支援や生

活体験などにも取り組んでいただいているスクノ

マの会とも連携し、学校生活に不安を抱く児童生

徒への支援を行っています。 

○委員（加藤昌延） 649名の相談があった中

で、一番多かった事案は何になりますか。 

○髙橋学校教育課長 相談内容の内訳は、全

516件の相談のうち、非行に関するものが５件、

家庭環境に関するものが２件、不登校に関するも

のが435件、いじめに関するものが３件、しつけ

に関するものが１件、学校問題に関するものが２

件、その他の相談が68件です。 

○委員（神野恭多） あすなろ教室の状況はいか

がでしたか。また、その状況はどのように検証さ

れていますか。 

あすなろ教室を上部や川東地区で展開するよう

な議論はありましたか。 

スクールソーシャルワーカーの実績を教えてく

ださい。また、不登校児童生徒の増加が続くが、

新たな対応があれば教えてください。 

スクールソーシャルワーカーを全校に配置すべ

きと考えますが、いかがですか。スクールソーシ

ャルワーカーの処遇改善に対しての議論はありま

したか。 

○髙橋学校教育課長 あすなろ教室の状況につい

ては、令和５年度のあすなろ教室登録児童生徒数

は、小学生11人、中学生46人、計57人で、１日、

25人程度が教室を利用しています。相談人数につ

いては、年間で649人、１か月平均で54人の相談

対応を行っています。 

成果としては、令和５年度における登録者57人

のうち、中学３年生の登録生徒20人のうち19人

が、令和６年４月に高校へ進学したほか、年度途

中、及び令和６年４月に、計10人の児童生徒が登

校を再開しており、不登校で悩む生徒の児童生徒

の居場所、学習の場所並びに社会的な自立を支援

する場所としての役割を果たしていると考えてい

ます。 

上部や川東地区での展開については、あすなろ

教室を上部や川東地区で展開する意見は過去にも

ありましたが、設置場所の確保や指導員の配置な

ど、施設運営面の問題、また、施設設置には多額

の財源が必要となるため、現在のところ設置でき

る状態には至っていません。まずは、中萩中学校

に設置しているサポートルームなど、現状におけ

る不登校対策の各種事業を検証、推進する中で、

相互連携や機能補完を行いながら、適切な支援に

つなげたいと考えています。 

スクールソーシャルワーカーについては、本事

業による業務委託により２人、県の補助事業を財
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源としたスクールソーシャルワーカー活用事業に

より４人、日本財団からの派遣により２人、計８

人のスクールソーシャルワーカーが在籍してお

り、そのうち本市の事業による６人の相談件数

は、昨年度で延べ540件となっています。 

新たな対応については、令和５年度において

も、中萩中学校にサポートルームを継続して設置

しており、小学校ではほぼ全欠席の状態であった

生徒２名や、前年度までほとんど登校できなかっ

た生徒５名が、個々のペースでサポートルームに

登校し、学習活動ができるようになるなど、一定

の成果を収めています。 

スクールソーシャルワーカーについては、現在

在籍している８人のスクールソーシャルワーカー

が、各学校に配置しているスクールカウンセラー

やハート相談員とも連携をしながら、資格を生か

した困難な事例を中心に全小中学校の対応に当た

っています。スクールソーシャルワーカーの全校

配置については、今後の相談件数の推移や相談内

容の状況等を見ながら判断したいと考えていま

す。 

スクールソーシャルワーカーの処遇について

は、雇用するにあたり愛媛県スクールソーシャル

ワーカー活用事業における補助金活用をしている

ため、すべての事業において補助金交付要件を基

準として運用しています。また、相談件数が増加

傾向にあるため、相談内容の状況を見ながら適切

に不登校対策を講じることができるよう、業務の

分担等の見直しを図りたいと考えています。 

○委員（神野恭多） あすなろ教室について、ハ

ード面、ソフト面ともにですが、運営的に足りて

いますか。 

○髙橋学校教育課長 現状、４人の指導員がいま

すが、近年の状況を見ると相談件数も増加傾向に

あるため、相談件数が今後も増加を続けるような

ことがあれば、増員も検討する必要があると認識

しています。 

○委員（神野恭多） 相談が649人ありました

が、学校に来られていない子の統計を見ると、相

談先がない、相談できていない子が非常に多くい

る中で、相談できていない子への対応やアプロー

チとして何かあれば教えてください。 

○髙橋学校教育課長 基本的にあすなろ教室に寄

せられた相談内容については、全て相談受理簿を

作成して記録をしています。それ以外の不登校の

児童生徒に対する状況については、学校が個別に

様子を聞き、状況を学校で記録しています。 

○委員（神野恭多） 学校とうまく連携しながら

進めていただきたいと思いますが、先ほど、加藤

委員の答弁の中で連携先にスクノマの会というも

のを挙げていましたが、スクノマの会では、保護

者の相談にＬＩＮＥを使って運用しています。こ

れが非常にうまくいっていると感じるので、あす

なろ教室でもこのような新しい取組をしていた

り、する予定があれば教えてください。 

○髙橋学校教育課長 特にＬＩＮＥを使うといっ

た新しい取組ということは行っていませんが、保

護者の方を対象にしたネットワークの構築は必要

に応じて実施すべきではないかということで、個

人情報にも配慮しながら検討する必要があると認

識しています。 

【地域防災施設整備事業】 

○委員（越智克範） １点目に、工事の進捗はど

のようになっていますか、外部整備と調理場改修

は計画どおり進んでいますか。 

 ２点目に、運用開始までの工程はどのようにな

っているか、学校ごとに違いはありますか。 

 ３点目に、これまでの費用と今後に計画してい

る費用はどのようになっていますか。 

 ４点目に、整備した防災備蓄倉庫に保管する備

蓄品リストの作成や調達は、今後どのように実施

するのですか。 

 また、備蓄品の運用管理は、今後どこが実施す

るのですか。 

○岡部学校施設課長 進捗についてですが、先行

発注の宮西小学校と中萩小学校の建屋新設工事に

ついては、工事は完了しています。２学期より作

業スペース部分を学校給食の配膳室として活用し

ています。 

 備蓄倉庫部分については、今後危機管理課で必

要な備蓄物資の整備を進めていく予定です。 

 調理場の改修については、現在工事を進めてい

るところで、今年度中に完了予定となっており、

計画どおりに進んでいます。 

 ２点目、工程については、一つの業者が二、三

校ずつ請け負い、順に工事を行っているため、学

校ごとに違いはありますが、年度内に全ての学校

で工事が完了し、運用を開始する予定です。 

 ３点目、これまでかかった費用については、令

和５年度は設計委託料が2,858万9,000円、令和６
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年度を含め工事費が５億9,777万円、工事監理委

託料が1,364万円となっています。 

 なお、工事を進めていく中で、安全対策や老朽

化対策等、追加の工事が発生し、変更契約が必要

になっていますが、予算の範囲内に収まる予定で

す。なお、新たに計画している工事はありませ

ん。 

 ４点目、整備した防災備蓄倉庫に保管する備蓄

品リストの作成や調達については、危機管理課が

行います。 

 また、備蓄品の運用管理については、危機管理

課と学校とが協力して行っていくと聞いていま

す。 

○委員（越智克範） 今年度の費用が大半繰り越

されていますが、何を繰り越したのですか。ま

た、今回のように学校ごとに備蓄倉庫を持つ方式

は、県内にも実績があるのかどうか教えてくださ

い。 

○岡部学校施設課長 繰越しについては、大きく

は工事費です。 

○岡危機管理課長 備蓄倉庫のやり方ですが、新

居浜市は分散備蓄をしています。他市町は、何か

所かの集中備蓄と伺っています。 

○委員（越智克範） 工事費が繰り越されている

という話ですが、工程は順調に進んでいるという

ことですか。 

○岡部学校施設課長 当初計画よりは遅れました

が、その後修正し、今年度中に完成する予定で

す。 

【小学校教育充実費】 

○委員（井谷幸恵） １点目、教材消耗品費、図

書費、施設見学費はそれぞれ幾らですか。 

 ２点目、市内の中規模の学校を例に取ります

と、１校当たりそれぞれ幾らですか。 

 ３点目、教材消耗品費については、中規模の学

校ではどのようなものに幾ら使われていますか。 

 ４点目、義務教育は無償と憲法でうたわれてい

ますが、もう少し教材費の公費負担を増やすこと

についてはどのように考えていますか。 

○髙橋学校教育課長 教材消耗品等の額について

は、決算額2,298万2,000円のうち、副読本や理科

実験用具など教育活動に係る教材消耗品費が

805万4,000円、学校図書館に設置する児童図書な

ど図書費が929万9,000円、市内社会科見学及びふ

るさと学習のバス借り上げの施設見学費が407万

円となっています。 

 中規模の学校の金額については、１校当たり、

中規模では教材消耗品費が約63万3,000円、図書

費が約71万2,000円、施設見学費が約54万円とな

っています。 

 教材消耗品費の使い道について、さきに例示し

た中規模の学校の場合では、教材消耗品費約63万

3,000円のうち、体育の授業で使用する副読本の

購入に25万6,000円、実験用酸素など理科実験に

必要な消耗品の購入が12万2,000円、楽器などの

購入に６万円、理科プリントやコピー用紙など消

耗品の購入に19万5,000円を支出しています。 

 義務教育に係る公費負担についてですが、教材

費の公費負担については、学校運営や教育活動に

係る教材費や施設見学に係るバスの借り上げ等の

経費を公費で負担しています。 

 一方、児童生徒個人が所有するもの、児童生徒

に直接還元されるものについては、保護者から費

用を徴収していますが、経済的に支援が必要な世

帯については、就学援助制度の中で通学用品費、

学用品費などを助成し、保護者の負担軽減を図っ

ており、適切な公務負担に努めています。 

【小学校ハートなんでも相談員設置事業費】 

○委員（井谷幸恵） １点目、相談員の働く条件

はどのようになっていますか。またどういった資

格がいりますか。 

２点目、相談員としてのスキルアップのために

研修などはありますか。 

３点目、不登校の子供の数が増えていますが、

相談員が積極的に子供に寄り添うような対策はど

のようにとっていますか。 

○髙橋学校教育課長 １点目、相談員の方には、

年間を通じておおむね70日、１日当たり４時間程

度の280時間で委嘱していますが、小中学校の実

情等に応じて年間105日を限度としており、報酬

額は１時間当たり1,000円です。また、必要な資

格は特にありませんが、退職教職員、主任児童委

員等から、本事業の趣旨を理解し、積極的に相談

員の活動に取り組む意欲のある方を教育委員会が

委嘱しています。 

 ２点目、相談員としてのスキルアップのための

研修については、市教育委員会主催のハートなん

でも相談員等連絡協議会が年２回、東予教育事務

所主催の教育相談員研修会が年１回開催されてお

り、積極的に参加いただくことでスキルアップに
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努めています。 

３点目、子供に寄り添う対策については、ハー

トなんでも相談員と連絡協議会の中で、相談員同

士の情報交換や悩み相談、愛媛県総合教育センタ

ー等から講師を招き、教育相談のポイント等を講

演いただいています。各相談員が新一年生全員と

面談を行うことで、相談室を利用しやすい関係づ

くりに努めたり、教職員が子供の置かれた状況を

把握し、適切な対応ができるよう相談内容等を共

有するなど連携を密にしています。 

○委員（野田明里） 相談員の方は、今、新居浜

市内に何人ぐらいいますか。ほぼ全員退職した元

教師の方ですか、教師以外の方はいますか。 

○髙橋学校教育課長 配置状況については、ハー

トなんでも相談員は全ての小学校とスクールカウ

ンセラーが配置されている中学校以外のところに

配置されています。 

元教員の方がほとんどなのかということについ

ては、元教員の方が多く在籍していますが、その

内訳までは把握していません。 

○委員（野田明里） 教員以外の方もいますか。 

○髙橋学校教育課長 前職については、手元に資

料がなく、この場で確かなことはお答えできませ

んので、後ほどお答えいたします。 

【部活動指導員配置事業費】 

○委員（山本健十郎） １番目、決算額76万

7,000円の事業内容についてお尋ねします。 

２番目、中学校３校に部活指導員３人を配置

し、技術指導をしたようですが内容について、ま

た、どのような成果があったのかお尋ねします。 

３番目、現在中学校３校に３人ということです

が、各中学校への配置について考えていますか。 

○髙橋学校教育課長 １番目、決算額の内訳につ

いては、部活動指導員３人に対して支払った報酬

が、１時間につき1,610円で75万2,000円、指導員

が部活動指導者研修会に参加した旅費が１万

5,000円です。 

２番目、部活動指導員の配置については、西中

学校の女子ソフトテニス部、北中学校の女子バレ

ーボール部及び角野中学校のバトミントン部にそ

れぞれ配置しました。技術指導の内容について

は、１例としてバトミントン部では、実践的な動

きのパターン練習や、望ましいラケットワーク、

フットワークなど、生徒への専門的な技術や、顧

問教員の指導力向上に向けたアドバイスなどを行

いました。成果については、全ての競技で県大会

への出場を果たしたほか、客観的な視点に立った

指導や意見がもらえた、顧問教員との連携により

運営がスムーズになり生徒の活動がより充実した

ものになった、教職員の負担軽減につながったな

どの報告を受けています。 

３番目、部活動指導員の配置については、全て

の中学校に希望調査を行っており、各中学校で

は、県の部活動指導員配置要領に基づき、指導員

を人選の上、教育委員会に推薦することとしてい

ます。教育委員会では、令和６年度からは５人に

増員していますが、学校の希望を踏まえた上で、

引き続き拡大に努めたいと考えています。 

○委員（山本健十郎） 指導員については、スポ

ーツ協会なのか、それとも元教員の人が主に配属

されているのか伺います。西中、北中、角野中と

いうことですが、その学校に配置した理由は何だ

ったのですか。 

○髙橋学校教育課長 部活動指導員ですが、指導

員は愛媛県の実施要領に基づき、学校側が地域の

方から基準を満たす方を人選して、教育委員会に

申請をすることになっているので、元教員である

などといった要件はありません。 

３校を選んだ理由は、この３校から県の要領に

基づいた要件に合致した指導員がいると申請され

たからです。 

○委員（山本健十郎） この配置については、各

中学校からの要請という話ですが、県の教育委員

会は、この配置等の問題に大きく関わっています

か。 

○髙橋学校教育課長 部活動指導員の配置ができ

る要件として、顧問の教員が当該部活動の経験が

なく、専門的な指導ができない、また、教務主任

等の学校内を取りまとめる役職に就いている、ま

た、初任者の教員である、これらのいずれかに該

当しなければならない等の要件がありますが、こ

の要件は県が定めています。 

○委員（加藤昌延） 研修費も事業費で使われた

ということですが、指導員が携わるにあたって、

サッカーでいうと指導者資格が必要です。その資

格を取るための費用や補助を考えたことはありま

すか。 

○髙橋学校教育課長 部活動指導員の配置につい

ては、県が定める実施要領に基づいて実施してい

るため、その中で定められている指導員の要件及
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び、研修等への参加をすることが定められてお

り、資格取得に関する事項については定められて

いませんので、現在のところ対象外となっていま

す。 

【生涯学習センター充実費】 

○委員（白川誉） １点目、講師の選定方法、ニ

ーズ調査、講師希望の方への対応はどのようにし

ていますか。 

 ２番目、生涯学習大学38講座の受講者6,777人

の実人数を教えてください。 

○鈴木総括次長（社会教育課長） まず、講師の

選定方法については、大学や高等専門学校などと

協働で開設する講座は、実施機関に講師の選定を

お願いしています。 

 また、生涯学習大学の運営にボランティアとし

て協力いただいている市民スタッフから企画提案

をいただいた講座については、生涯学習センター

の職員が、大学や関係団体などと協議しながら講

師の選定を行っています。 

 次に、ニーズ調査については、講義後のアンケ

ートや生涯学習大学の広報紙「悠游たより」にお

いて意見や企画提案を募集し、ニーズを把握する

よう努めています。 

 次に、講師希望の方への対応については、単発

で展開している講座において、講師を希望する方

が講座を開設できるようにしており、受講者から

好評の講座の中には、毎年継続して開講される講

座になるものもあります。 

 次に、令和５年度の生涯学習大学受講者の実人

数は、847人で、38講座で延べ6,777人の受講者と

なっています。 

○委員（白川誉） 悠游たよりを見ていると、開

催が平日の昼間がほとんどですが、夜の開講はな

いのですか。 

○鈴木総括次長（社会教育課長） 基本的に昼間

と土曜日に松山大学の講座をしており、現在のと

ころ、昼間が中心になっています。 

○委員（白川誉） 生涯学習大学を拝見している

と、学習活動の呼び水となって、自主活動の出発

点となり、自主講座やサークル活動へ発展させて

いくことを目指すと一番最初に書かれています

が、実際にそのようになった事例があれば教えて

ください。 

○鈴木総括次長（社会教育課長） 自主活動に発

展していったものについては、持ち合わせていま

せんが、個別の講座で人気がある講座について

は、毎年開催しているようなものもあり、例えば

フラワーアレンジメント、お茶やコーヒーの入れ

方、体操、ヨガなどが、継続して毎年単発の講座

で開催されています。 

○委員（白川誉） 生涯学習センターと高齢者生

きがい創造学園と趣旨は若干違うかも分かりませ

んが、先ほど平日の開催という話だったと思いま

すが、若い人たちが受ける事業がほかにあれば教

えてください。 

○鈴木総括次長（社会教育課長） 若い方とは、

恐らく30代、40代の想定かと思いますが、現在高

齢者生きがい創造学園については、一定年齢以上

の方になります。生涯学習センターについては、

やはり60代、70代の方が多いのですが、若干親子

で楽しむような講座を設けているものもありま

す。 

【青少年育成強化費】 

○委員（高塚広義） １点目、事業費当初予算が

121万9,000円に対して実績が62万7,000円となっ

ていますが、その理由について伺います。 

 ２点目、青少年育成教育事業補助金について、

事業内容と実績を伺います。 

 また、アウトドア体験を通して参加した小学生

の感想などありましたら伺います。 

 また、事業の成果についても伺います。 

 ３点目、はたちの集い開催事業について、

634人の参加があったと聞いています。参加人数

をどのように認識していますか。 

 また、周知方法はどうでしたか。開催時期をど

のように検討しましたか。 

○鈴木総括次長（社会教育課長） まず、予算に

対する決算額については、公募による補助事業と

して、市内中高校生のための進路相談事業に58万

円の補助金を予算化していましたが、補助事業に

応募した団体から、申請を見合わせたいとの申出

があり、補助金の支出がなかったことが不用額の

主な理由です。 

 次に、青少年育成教育事業補助金の事業内容と

実績については、「大島発掘大作戦！サマーサプ

ライズ」と題して、公益社団法人新居浜青年会議

所が主催した事業で、市内の小学４年生から６年

生までの児童を対象とし、令和５年７月29日から

の１泊２日で、大島において海岸でのいかだ遊び

や竹の灯籠作り、郷土の文化遺産についての学習
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などが行われ、40人の小学生が参加しています。 

 次に、参加した小学生の感想については、事業

実施後のアンケートにおいて、一番の思い出とし

て、いかだ遊び、バーベキュー、遺跡巡り、他校

の友達ができた、みんなで助け合えたなどの感想

があったとの報告がありました。 

 次に、事業の成果については、主催者の目的

が、親元を離れた共同生活により、親への感謝の

気持ちを持つことや自然と文化遺産を有する大島

での体験活動を通して、郷土愛の醸成やコミュニ

ケーション能力の向上を図ることだったため、補

助事業が計画どおり実施できたことにより、目的

が達成されたものと考えています。 

 次に、はたちの集いの昨年度の参加者数634人

については、対象者の62.2％という参加率でし

た。対象者の人口が減少していることに伴い、参

加人数は減少していますが、参加率で見ると、コ

ロナ禍前に戻ってきています。 

 次に、はたちの集いの周知方法としては、本市

の住民基本台帳に登録している方や進学や就業な

どで市外に居住している方で、式典案内を希望し

た方には、はがきで案内をしたほか、ＳＮＳを活

用した配信、ホームページ、市政だより、公民館

報への掲載などにより周知を図りました。 

 次に、開催時期については、従前より成人式と

して１月の開催が定着しているため、令和５年度

においても同様の日程で開催しています。 

○委員（高塚広義） はたちの集いですが、市内

のある校区によっては、時期をずらして開催して

いるところもありますが、どのように今後の開催

時期を考えていますか。 

○鈴木総括次長（社会教育課長） 現在において

は、先ほど申し上げましたとおり、現状と同様の

日程という考えで実施しています。 

○委員（高塚広義） 最初の１点目の質問のとき

の答弁で、市内中高校生のための進路相談事業補

助金等のことがありました。それが今回公募補助

事業ということで申請を見直したために応募がな

かったという話ですが、事業内容からすると、市

内の中高校生に対して卒業後の進路選択の情報を

提供する事業ということで、業種別の職業のため

に選択すべき進路講座の開催や、新居浜市出身の

大学生とのオンラインでの学生生活インタビュー

の実施、市内公立高校への出前講座の開催等、非

常に大事な内容が含まれていたと思いますが、非

常にちょっと残念な結果になったと思っていま

す。もう少し学校へのアプローチの仕方等につい

て、議論したのかどうか、何かあれば伺います。 

○鈴木総括次長（社会教育課長） この事業は、

公募補助事業に応募をして採択された事業で、内

容が評価されて採択されたものであり、申請をし

た団体が実施するのであれば、市でも支援をして

展開していくということになっていたのですが、

その後の本申請についてはありませんでした。事

業が重要ということで補助事業に採択されている

ことは、認識しています。 

【運動部活動地域移行実証事業費】 

○委員（加藤昌延） １点目、検討委員会を設置

し、方向性や課題等について協議した結果につい

て、どのように進めていくか聞かせてください。 

２点目、地域移行に係る実証事業の結果、どの

ように感じましたか。また、課題等はありました

か。 

○髙橋学校教育課長 １点目、令和５年度におけ

る検討委員会では、国や県の方針及び先進地の事

例などの情報共有のほか、本市の部活動の現状

や、地域クラブへ移行するにあたっての課題や、

児童生徒、保護者、教員に対して実施したアンケ

ート調査の結果等の分析について協議を行いまし

た。 

検討委員会で出た課題としては、指導者の専門

性に関すること、人材の確保に関すること、学校

との連携に関すること、個人の目的に応じた活動

の支援となることなどがありました。現在実施し

ている実証事業の成果や改善点の検証を検討委員

会で諮り、課題と解決策の整理を行った上で、本

市における最適な地域移行を目指します。 

 ２点目、実証事業の結果、課題について、ま

ず、男子バレーボールについては、土曜日、日曜

日に複数の中学校バレーボール部に所属する生徒

を中心に活動していますが、小学生ジュニアチー

ムを基盤として発足しているため継続して参加し

ている生徒も多く、競技力の向上が図られる一

方、部活動を引退した生徒、高校からバレーボー

ルを始めたい競技経験のない生徒なども参加して

おり、勝利至上主義ではなく、バレーボールの楽

しさが体験できる活動となっているとの報告があ

りました。 

次に、男子サッカーについては、４つの中学校

の合同部活動チームで、地域指導者にも参画して
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いただくことで、常に複数の指導者がおり、より

専門的で充実した練習ができたとの報告がありま

した。 

課題としては、いずれの競技でも、指導者、練

習場所の確保、スポーツ保険の加入費用などがあ

りました。 

○委員（加藤昌延） 検討委員会の委員のメンバ

ーにはどういった方々がいるのか教えて下さい。 

○髙橋学校教育課長 委員会のメンバー構成につ

いては、新居浜市スポーツ協会、市文化協会、市

ＰＴＡ、市中体連、中学校校長会、小学校校長

会、文化体育振興事業団、部活動指導員の代表の

方、また、教育委員会、市文化スポーツ局等があ

りますが、その検討会に応じて必要に応じて委員

を依頼することも可能としています。 

○委員（加藤昌延） バレーはジュニアの方も関

わっているということで、部活動を地域移行する

ために、ジュニアというものは欠かせないものだ

と思いますが、ジュニアの指導者は、この委員会

の中に入っていないと思いますが、今後ジュニア

の指導者の方々も委員会に入っていただき、協議

をしていくことを考えていますか。 

○髙橋学校教育課長 市内には、多くの種目にお

いてジュニアクラブが各クラブの運営方針に基づ

き、活動していると認識しています。円滑な地域

移行に向けては、指導者の方の意見聴取も有効と

考えています。検討委員会の中で、ジュニアクラ

ブから意見聴取をすべきとの意見があれば、ジュ

ニアクラブの指導員からも意見を聞きたいと思い

ます。 

○委員（加藤昌延） 指導者確保と場所の確保が

一番難しいと認識していますが、指導者になって

いただける方は地域の方でありジュニアで携わっ

ている方というのが大半だと思います。その方々

が仕事をして夕方練習を見るとか、仕事をして休

みの日に試合を見るという負担増が懸念される中

で、時間の拘束や指導者の資格を取るための金銭

的な負担など、ハードルが高いところがあります

が、まずは負担減をするために何か考えているこ

とがありますか。 

○髙橋学校教育課長 部活動の地域移行に関して

は、人材の確保、活動場所の確保、生徒の移動、

学校との連携と非常に多くの課題があると認識し

ています。そういった活動に協力していただける

指導員に対する報酬をはじめとした支援について

も、今後重要な項目として検討委員会の中で、協

議したいと考えています。 

○委員（山本健十郎） 決算額の69万5,000円の

事業内容についてまずお聞きします。 

○髙橋学校教育課長 決算額の内訳は、実証事業

を行う地域クラブの指導者に対する報酬及び検討

委員会に招聘した講師への報酬が21万4,000円、

指導者の各中学校や試合会場等への通勤費、指導

者研修会や実務担当者研修会への出張旅費及び講

師招聘に伴う旅費が19万5,000円、ビブス、ボー

ル、作戦盤など、消耗品費が24万1,000円、スポ

ーツ安全保険料が４万5,000円です。 

○委員（山本健十郎） この問題は、国が学校、

教員の負担軽減のために始めたことですが、私自

身は非常に問題があると思います。以前、東京オ

リンピックの後、１回やったことを一般質問でも

言いましたけど、新居浜市の場合は、方向性をま

とめるのはいつでしたか。 

○髙橋学校教育課長 新居浜市においては、令和

７年度中に方針を策定する予定としています。 

○委員長（大條雅久） それでは、先ほどの小学

校ハートなんでも相談員設置事業費の野田委員の

質疑につきまして答弁を求めます。学校教育課

長。 

○髙橋学校教育課長 ハートなんでも相談員の前

歴については、全19名の相談員のうち、元教員が

10名、あとは元主任児童委員等です 

○委員（野田明里） 学校関係の方以外の方にハ

ート相談員になっていただく意向はありません

か。 

○髙橋学校教育課長 現在でも主たる職歴を見る

と、産業カウンセラーや元児童館に勤務していた

方などがありますので、必ずしも学校関係者に限

っているわけではないと認識しています。 

  午前１１時０２分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午前１１時３０分再開 

 

認定第２号要望 

○委員（黒田真徳） 会派を代表して要望しま

す。 

初めに、国際都市間交流推進事業費について、

子供たちにとって、異文化に触れることができる

コスパのよい取組だと考えますので、さらなる展

開を要望します。 
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次に、災害時避難所チェックイン管理システム

構築事業費について、災害時の避難所運営におい

て有効な事業だと考えますので、システム構築の

拡充を要望します。 

次に、有害鳥獣駆除費について、農作物の被害

や人的な被害を防ぐために、効果的な対策、用具

の購入補助となるようお願いします。 

次に、見守り推進員活動費について、オンライ

ンを活用するなどして、推進員の負担軽減となる

ような取組をお願いします。 

次に、いじめ・不登校問題等対策費について、

不登校児童生徒の増加に対し、適切なカウンセリ

ングのため、スクールソーシャルワーカーの増員

を要望します。また、不登校の保護者からの相談

件数が昨年より２倍に増加しています。保護者へ

の支援のため、適切な支援につながるように保護

者支援体制構築を要望します。また、低学年不登

校児童の居場所づくりについて、公民館への不登

校指導員の配置を検討することを要望します。 

次に、交通弱者を出さないために、高齢者の足

であるデマンドタクシーの利用緩和と市内循環バ

ス導入を進めることを要望します。 

次に、移動デジタル福祉サービス推進事業費に

ついて、保健福祉用マルチタスク車の稼働率を上

げるために、人員体制の構築を行い、綿密な運行

形態の構築をお願いします。 

次に、ごみ一部有料化推進事業費について、ご

み処理券を購入し、受付するという体制に不便を

感じている市民が一定数いると思います。カード

で簡単に手続きできるよう改善を要望します。 

次に、上部東西線改良事業について、街路樹の

植栽については、維持管理費の節減や道路利用者

の視認性や安全性の確保に考慮し、見直しを進め

てください。 

次に、小・中学校施設環境整備事業について、

大規模な自然災害発生時に避難所として使用され

る小学校及び中学校の体育館については、幼児か

ら高齢者、障害者などの様々な方が入所されるこ

とが想定されるので、環境整備が大切になりま

す。そのため、空調設備の設置や洋式トイレへの

更新、バリアフリー化など、早急の環境整備を要

望します。 

最後に、端出場水力発電所整備事業について、

高齢者や障害者も見学しやすいように、階段の改

修も視野に入れたバリアフリー対策やトイレの設

置などを要望します。 

○委員（加藤昌延） 会派を代表して要望しま

す。 

まず、住民票等コンビニ交付推進事業費につい

て、窓口業務で発行されている住民票、印鑑証明

は、今後ますますコンビニ発行が増えると予想さ

れ、また戸籍の発行も検討されていますが、業務

量減少の窓口業務から市民相談業務に人員配置を

要望します。 

次に、別子木材センター活性化事業について、

新設機械を導入して、生産性の向上が図られた

が、売上げが伸びていません。投資に見合う成果

が上がるよう人員配置を実施して、営業活動を重

視することを期待します。 

次に、ＵＩＪターン保育士支援事業費につい

て、保育士不足は深刻な課題となっており、保育

士の確保が大きな問題となっています。子供たち

や保護者にとって重要な保育サービスの提供に影

響が起こります。こうした中でＵＩＪターン保育

士支援事業は保育士不足を解消するための重要な

事業です。未来を担う子供たちに質の高い保育サ

ービスを提供するためにも、保育士支援事業のさ

らなる充実を要望します。 

次に、運動部活動地域移行実証事業費につい

て、より幅広い意見を聞くことができるよう、検

討委員会のメンバーに様々なスポーツに携わる

方々も、委員会に入っていただけるよう要望しま

す。 

次に、教育費について、総務省の目的別歳出決

算分析によりますと、新居浜市の教育費歳出が全

国平均及び類似団体平均よりも低い数値で推移し

ています。今回の決算では、学校給食センター建

設事業で数値は上がっていますが、教育費は重要

な投資であり、教育の未来は私たちの未来です。

十分な予算を割り当て、教育費に注力した施策の

推進に取り組むことを要望します。 

次に、救急医療体制整備費について、東予地区

での小児科急患センターの集約化を推進するとと

もに、財政面での負担軽減を図れる取組を再度検

討することを要望します。 

次に、子育て支援について、子供に向けた支援

だけではなく、親に向けた支援を手厚くする、社

会全体で子育てする、子育てに温かい社会をつく

る手助けとなるような支援を行うなど、今の子育

て支援をもう一歩前進させてください。そして、
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子育て世代よりももう少し若い年代の子供たちに

向けた取組もさらに増やして、子供を産み育てる

ことのリアルとポジティブな情報発信の取組にも

力を入れて行うことを要望します。 

そして、今あるものを無駄なく活かすためには

どうすればよいかを考えて、少しでも有効に活用

できる取組を行ってください。ビルドもスクラッ

プも何が目的なのか、何のために行うもしくはや

めるのか、根拠を明確にし、市民に分かりやすく

伝えてください。 

次に、財政運営について、監査委員からも指摘

がありましたように、財政調整基金をはじめ、基

金残高の著しい減少は、大規模災害の発生や緊急

事態対策等の突発的な財政需要に対して、迅速な

対応が困難になるという財政基盤の脆弱性を内包

しており、財政構造は健全性と脆弱性の相反する

二面性を有していることを示されています。貯金

も少ないが、借金も少ないこの異質な状態が新居

浜市の持続可能性を阻害するものであると深く認

識し、今後においては指摘どおり、健全性の堅持

と脆弱性の克服をなし得る財政構造への転換を強

く要望します。 

次に、事業全般については、各諸施策で協働事

業に取り組まれていますが、行政が担っている各

施策において、各諸団体などと協働して事業を行

い、市政の課題解決を図ることが、市民の幸福度

の向上、財源的にも有効であると考えますので、

これからの施策として、協働事業のより一層の拡

充を期待します。 

○委員（伊藤義男） 自参改革クラブを代表して

要望します。 

まず１点目、企業版ふるさと納税について、政

府の地方創生予算倍増の気運に後押しされ、企業

の納税意識も変わることが予測され、現状の特別

措置を経た後の新しい制度を見越して、代理店の

開拓や節税メリットを理解した上での企業へのア

プローチを要望します。 

次に２点目、学校スポーツ活性化のためには、

目標に対する評価があって、結果を受けて見直す

ことで、幅広い活動の下支えになります。常勝チ

ームの支援にとどまらず、新たなチームも引き上

げられるような運用を要望します。 

次に３点目、家庭ごみふれあい収集事業費につ

いては、対象件数が毎年増加し、今後もその傾向

は続くことが予測されます。通常のごみ収集の戸

別回収も視野に入れて検討を始めることを要望し

ます。 

次に４点目、有害鳥獣駆除費で、猿の追い払い

だけではなく、専門家指示のもとで、地域一体と

なった追い上げも導入してください。また、耕作

放棄地以外にも、空き家などに猿が住み着くケー

スが散見されることから、建築指導課と連携をと

りながら対応することを要望します。 

次に５点目、生活路線維持運行対策費につい

て、今までどおりのやり方ではずっと赤字が続い

ており、これからも何も変化が見込めないことか

ら、市営バスを運行するなど大胆な事業を行い、

大型バスから小型バスに変更するなど、時代と市

民生活に合わせた公共交通にすることを要望しま

す。また、約１億円の生活路線維持運行対策費

で、国庫補助対象事業４路線、県単補助事業２路

線が運営されていますが、新居浜市のデマンドタ

クシー事業、別子山地域バス事業など、一体とな

った新居浜市内バス運営事業に取り組めるような

体制を完成させるように要望します。 

次に６点目、新型コロナウイルス感染症予防ワ

クチン接種事業では、新居浜市全体の接種による

予防効果の検証とワクチン健康被害救済制度専用

窓口を設置し、被害認定後も被害者のフォローを

行える体制を整備することを要望します。 

次に７点目、敬老地域ふれあい事業は、平成６

年度に70歳以上の高齢者に１人1,000円を支給

し、中断していた事業を再度事業化され、10年目

になるようです。令和５年で、対象となる70歳の

13％しか参加されてないと言われています。現

在、老人クラブについても半減している状況の中

で、来年度予算は、１人2,000円にアップし、

70歳以上の参加２割の目標を達成させるように取

り組むことを要望します。 

次に８点目、財政調整基金については、一時、

１億円まで減少した経緯がありますが、決算では

約６億2,000万円の積立金が計上され、令和５年

度出納整理期間末で約16億777万9,000円が計上さ

れていますが、年間の財政運営の重要な基金であ

り、30億円から50億円の基金が確保されるような

取組を要望します。 

次に９点目、中萩地区の治良丸から大生院中学

校までの約２キロの上部東西線は、完成が令和

10年と言われていますが、用地買収は現在約68％

のようで、早急な用地購入が必要と思います。高
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速道路のいよ西条インターから新居浜インター間

の事故に対応ができ、人口が増大している地区の

重要路線と考えます。できる限りの早期完成を要

望します。 

○委員（小野志保） ４点要望します。 

１点目、生活困窮者自立支援事業費について、

新規支援者数224名のうち、自立につながった方

が55名、様々な理由でお困りの方への自立に向

け、引き続きの伴走支援をお願いします。 

２点目、ごみステーション適正管理推進事業費

について、分別ができていないことや、曜日時間

に関係なく、ごみを出す方々が引き続き多い状況

です。ルールの徹底と理解に向けたさらなる周知

をお願いします。 

３点目、猫不妊・去勢手術補助事業費につい

て、まだまだ飼い主のいない猫が多く、市民の負

担が大きい状況が続いています。人と人とのトラ

ブルになる前に、また人と動物との共生社会の実

現に向けて、事業の継続と拡充をお願いします。 

４点目、中小企業振興対策費について、補助メ

ニューの人材確保事業ですが、障害を持つ方の就

労につながりますよう、経済の立場から市として

積極的に枠を広げるようお願いをします。 

○委員（片平恵美） まず、企業立地促進対策費

について、例年限度額いっぱい奨励金を受け取っ

ているのは、ほんの一部の大企業に限られていま

す。大企業の巨額の設備投資は、その企業の経営

判断によるものであり、市が支出する奨励金は、

市にとっては大きな額ですが、受け取る企業にと

っては誤差の範囲かもしれません。いたずらに市

の限られた予算から絞り出してでも出すという考

えから抜け出し、市の財政状況も考慮し、立地企

業のニーズについて、聞き取りだけではなく分析

できる形で調査をし、次回の制度見直しに生かし

てください。 

次に、教育費について、西部学校給食センター

建設により多額の費用がかかり、他の教育ニーズ

の充実がなされたとは言いがたい状況でした。今

後はスクールソーシャルワーカーの増員や適応指

導教室の増設、学校用務員さんの勤務時間の見直

しなど、ソフト面での充実を求めます。また給食

については、物価高騰に伴い食材が貧しくならな

いよう、量が減らないよう、市として補助をして

ください。給食費の無償化について前向きに検討

してください。給食センターは完成しましたが、

各学校の配膳室が未完成です。衛生管理の観点か

らも、なるべく早く完成するように努力をしてく

ださい。また、仮置き場であっても安全に配食で

きるよう、細心の注意を払ってください。 

次に、職員について、市民サービスを行うのは

市の職員です。職員が足りない、または過重労働

で余裕がないという状態は、結果的に市民サービ

スの低下を招きます。正規職員を増員すること、

特に技術系職員の確保に引き続き努力をしていた

だきたいと思います。大手建設会社にはかなわな

いとしても、初任給が余りにも低すぎると、求職

中の若い方の選択肢にすら入れてもらえないので

はないかと危惧をいたします。学生に呆れられな

い程度には初任給を改善してください。また、慢

性的に長時間労働が発生している部署はないか、

職員の心と体の健康に悪い影響が出ていないかに

ついてしっかり目配りをしてください。会計年度

任用職員は大きな戦力であり、経験の蓄積は大き

な武器です。３年公募制の見直しを求めます。 

○委員（井谷幸恵） ４点要望します。 

１点目、市営住宅についてです。東田の市営住

宅が２棟完成しています。老朽化した12の市営住

宅が取り壊されるということです。今後の建て替

えの計画は、令和７年、８年に策定されると聞き

ました。住まいは人権と言われ、世界の流れで

す。貧困化、格差社会が問題となっている今、公

共の住宅の役割はますます大きくなっています。

安くて良質な市営住宅を供給し、市民の住生活の

改善、向上を強く要望します。 

２点目、高齢者施策についてです。誰もが安心

して介護を受けられるよう、サービスなどをます

ます充実させてください。国保や介護や医療への

国庫負担増を要望してください。高齢になると、

耳の聞こえが悪くなる人が増え、コミュニケーシ

ョンがとりづらくなります。補聴器の補助ととも

に、若い時分から手話に親しむ環境を整えること

を要望します。高齢者通院のためのタクシー代の

補助を拡充してください。 

３点目、ケア労働者の処遇改善を要望します。 

４点目、教育についてです。子供の不登校が全

国でも30万人と言われ、教員の病気休職も全国で

は6,500人あまりと言われています。子供にとっ

ても、先生にとっても、学校が楽しくなるように

してください。１クラスの人数を減らすこと、教

員の１日の授業数を４時間程度に減らすよう国に
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要望してください。給食費とともに教材費の補助

も進めていただくよう要望します。 

○委員（田窪秀道） 自民クラブの要望を行いま

す。 

企業版ふるさと納税促進事業について、本市の

財政改善のためにも効果のある企業版ふるさと納

税のさらなる推進のため、新たな民間企業との連

携を図るとのことですが、金融機関との連携も含

め、しっかりと推進をしてください。 

ふるさと応援寄付金推進費について、返礼品の

開発支援の強化と並行して、手数料を考慮した業

務委託と自治体直営化との比較検討を進めてくだ

さい。 

山田社宅整備事業について、産業遺産の活用は

市の観光事業の中核となることから、早期のフル

オープンとなるよう、今後の工程が遅れることの

ないように事業の推進を要望します。あわせて、

しっかりとした観光事業の検討も要望します。 

地域おこし協力隊推進費について、隊員の任期

満了後の新規就業先に関しては、本人の自主性に

任すのは分かるが、本市に継続して定住していた

だくためにも、日頃から隊員とのコミュニケーシ

ョンを大切にしてほしい。 

大島七福芋作付け拡大事業費について、協力隊

員への素早い農地確保をお願いする。あわせて、

白いもの出荷、販売時の渡海船の減免処置をお願

いします。 

新居浜市ＩｏＴ推進ラボ実施事業費について、

格上げとなったＤＸ推進ラボのさらなる推進と、

ノーコード宣言シティーへの早期署名をお願いし

ます。 

有害鳥獣駆除費について、イノシシ、猿、鹿の

駆除に過去５年間1,000万円近く計上している

が、繁殖数が一向に減らない。県や近隣市と連携

して特別駆除月間等を設定して集中的に駆除をし

てほしい。 

農道維持管理事業について、毎年、要望件数、

積み残し件数、積み残し金額が増えている。９月

に補正予算を組んで対応しているが、当初予算を

もっと増やしてほしい。 

自転車道整備事業についてきちんと説明をしな

がら、皆さんに披露してほしい。 

緊急医療整備費について、当初の目的に沿って

事業を進めてほしい。 

地域防災力向上促進事業費について、市の補助

金を活用して防災士資格を取得された方々に、防

災士ネットワークに加入するよう働きかけをし、

各校区の防災リーダーとなってもらうのが本来の

目的であったと思うが、最近では個人の趣味趣向

で取得される方も多くいるので、言いにくいＮＰ

Ｏ側からではなく、補助金を出した行政側が加入

促進するよう要望します。 

地域防災施設整備事業について、本事業は平均

約3,200万円を、緊防災で実施しています。校区

単位の安全、公平性を考慮したワクリエ新居浜

（旧若宮小学校）への相当支援の早期着手をお願

いします。 

消防団詰所整備事業については、シャワー設置

が困難である市内２か所の詰所について、整備計

画を前倒しするなど相応の支援検討を行ってほし

い。 

渡海船事業特別会計について、減便後、島民か

ら時間変更の要望も多いので、一度早めに連合自

治会を通じて島民との話し合いの場を作ってくだ

さい。 

見守り推進員活動費について、推進員さんの人

員確保のため活動費のアップを要望します。 

介護保険事業特別会計について、ＰＰＫ体操に

参加している人が安心、安全に継続して取り組め

るよう、市として積極的な指導助言をはじめ、リ

スク管理、財政面における支援をするとともに、

他の施策とも連携して、市民の健康寿命延伸に取

り組んでいただくよう要望します。 

公共施設整備基金積立金について、公共施設の

整備については、できる限り基金を切り崩すこと

なく、一般会計より適切な計画に基づいて行うよ

う要望します。 

新市民文化センター建設準備事業費について、

早期実現を強く要望します。 

 

認定第２号採決 

〇委員長（大條雅久） これより認定第２号を

採決いたします。 

 認定第２号は、認定することにご異議ございま

せんか。 

[「異議なし」「異議あり」と呼ぶ者あり] 

〇委員長（大條雅久） 御異議がありますの

で、起立により採決を行います。 

 なお、起立しない場合は、反対とみなします。

 認定第２号は認定することに賛成の委員の起立
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を求めます。 

[賛成者起立] 

〇委員長（大條雅久） 起立多数です。よっ

て、認定第２号は認定すべきものと決しました。 

 以上で、本委員会に付託されました案件の審査

は終了いたしました。 

 委員長報告の作成につきましては、私にご一任

願います。 

 それでは、最後に市長から挨拶があります。 

〇石川市長 閉会に当たりまして一言御挨拶を

申し上げます。 

 22日に現地調査を行っていただき、23日から本

日まで３日間、認定第１号及び認定第２号につき

まして委員の皆様方には御熱心に御審議をいただ

き、ただいまそれぞれの案件につきまして採決を

賜ることができました。 

 決算審査を通じていただきました御意見につき

ましては、今後の市政運営の中で十分配慮をして

まいりたいと考えております。どうもありがとう

ございました。 

○委員長（大條雅久） 以上をもちまして決算特

別委員会を閉会いたします。 

 

午前１１時５５分閉会 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

 


